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２ ０ ０ ８ 年 ３ 月 ４ 日 

原 子 力 委 員 会      

 

「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」 

への参加者及び御意見の募集について 
 

  

 

 

 

 

 

 

○開催概要 

「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」 

テーマ：放射性廃棄物の処理・処分に係る施策の評価について 

日時：２００８年３月３１日（月）１３：３０～１７：００ （開場：１３：００） 

場所：仙台国際センター 大会議室「橘」（参加者席約２５０席程度） 

宮城県仙台市青葉区青葉山無番地（地図参照） 

 

プログラム： 

（１）開催趣旨説明 

（２）第１部：御意見発表者との意見交換等 

①御意見の聴取 

 ○杤山 修(とちやま おさむ) 東北大学多元物質科学研究所 教授 

 ○齋藤昭子(さいとう あきこ) (財)みやぎ・環境とくらし・ネットワーク(MELON)事務局長 

②部会構成員（別紙）との意見交換 

（３）第２部：会場に参加された方々から御意見を頂く 

 

○参加・応募方法（御意見をお寄せいただく場合も含む。） 

別添の「参加者及び御意見応募要領」を御参照の上、メール、ＦＡＸ又は郵送にて御応募ください。

〆切は３月２４日（月）１７時です（郵送の場合２４日必着）。なお、頂いた御意見の内容は、氏名等を

出さずに公開させていただくことがあります。 

 

 

原子力委員会政策評価部会では、２００５年１０月に決定した「原子力政策大綱」に基づ

き、「放射性廃棄物の処理・処分」に係る政策の妥当性について評価を進めています。こ

の作業の一環として、今般、これに関連する施策に関する評価について国民の皆様の「ご

意見を聴く会」を、以下のとおり開催しますので、御参加いただける方を募集します。ま

た、当日御参加いただけない方からも、この機会に、関連する施策に関する評価について

御意見を募集します。奮って御応募ください。 

原子力委員会政策評価部会のＨＰアドレスはこちら（資料や議事録が公表されています） 
→ http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/seisaku/index.htm 

（問い合わせ先）内閣府 原子力政策担当室 加藤、大塚 

tel.03-3581-6688  fax.03-3581-9828 

第１２回原子力委員会 

資 料 第 ８ 号 



 
【地図】 

 

 
 
【最寄駅】 

・ 仙台駅からバス１０分 

（仙台市営バス仙台駅前西口バスプール９番乗車、「博物館、国際センター前」降車） 



参加者及び御意見応募要領 

 

２００８年３月４ 日 

内閣府原子力政策担当室 

 

来る３月３１日（月）に開催する「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」（テー

マ：放射性廃棄物の処理・処分に係る施策の評価について）の参加者を募集いたします。参

加を希望される方は、以下の要領により、御意見を記載の上御応募ください。また、当日御

参加いただけない方からの御意見も歓迎します。 

 

１．お申込み方法 

以下のいずれかの方法によりお申込みください。いずれの方法においても、住所、氏名

及び連絡先（電話番号等）を必ず御記入ください。 

 

（１）電子メールによるお申込み（メールアドレス：seisaku@aec.go.jp） 

・件名に「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」と明記し、以下の事項を記

入してください。 

①住所、氏名（ふりがな）、電話番号及び電子メールアドレス 

②「ご意見を聴く会」への参加の御希望の有・無 

③「放射性廃棄物の処理・処分に係る施策の評価」についての御意見 

 

（２）ファクシミリによるお申込み（FAX 番号：０３－３５８１－９８２８） 

・別紙用紙に御記入の上、ファクシミリにて御送信ください。 

・「放射性廃棄物の処理・処分に係る施策の評価」についての御意見を御記入くださ

い。 
 

（３）郵送によるお申込み 

住所：〒１００－８９７０ 東京都千代田区霞が関３－１－１ 

中央合同庁舎第４号館７階 内閣府 原子力政策担当室 

政策評価部会担当 あて 

・以下の事項を御記入ください。 

①住所、氏名（ふりがな）、電話番号 

②「ご意見を聴く会」への参加の御希望の有・無 

③「放射性廃棄物の処理・処分に係る施策の評価」についての御意見 

 

※ 頂いた御意見の取扱いについて 

御意見の内容は、当日発表するなど、公開させていただくことがありますので、あらかじめ御了

承ください。公開する際は、氏名等、個人が特定できる情報は公表しません。なお、御意見中に、

個人に関する情報であって特定の個人を識別し得る記述がある場合及び法人等の財産権等を害す

るおそれがある記述がある場合には、該当箇所を伏せさせていただきます。 

 
※ 個人情報の取扱いについて 

氏名、連絡先（住所、電話番号、ＦＡＸ番号、電子メールアドレス）については、頂いた御意見

の趣旨が不明確な場合などに使用させていただくため、御記入いただくものです。御記入いただい

た個人情報は、今回の意見募集以外の用途には使用しません。 

別 添 



 

２．締切り 

３月２４日（月）１７時《郵送によるお申込みは２４日必着》 
 

３．御注意 

（１）会場の都合により、参加者は２５０名程度とさせていただきます。応募多数の場合

は、抽選させていただきます。また、当方から参加証を郵送させていただきますので、

開催当日は参加証を必ず御持参ください。参加証の発送は、３月２５日（火）以降を

予定しております。 

（２）参加に関するお問い合わせ等は、３月２８日（金）１７時までに内閣府 原子力政

策担当室 政策評価部会担当 加藤、大塚（電話番号：０３－３５８１－６６８８）

までお願いいたします。その他のお問合せは御遠慮ください。 

（３）当日は第２部にて参加された方のうち発言を希望される方々からできるだけ多く御

発言をいただく予定ですが、希望者が多数の場合には御発言いただけないことがあり

ますので、あらかじめご了承ください。 

 

○ 本募集内容は、インターネットを通じても公表されています。 

原子力委員会政策評価部会ホームページ 

  http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/seisaku/index.htm 

 

 

問合せ先：内閣府 原子力政策担当室     

政策評価部会担当 加藤、大塚 

tel:03-3581-6688 fax:03-3581-9828 

 



 

内閣府 原子力政策担当室 担当 あて ＦＡＸ：（０３）３５８１－９８２８ 

 

「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」参加申込用紙 

１．参 加  ・  ２．不 参 加 
※当日、御参加いただけない方からの御意見も歓迎します。 

 

住 所 

 

〒 

 

 

 

 ふりがな 
 

 

 

氏 名 

 

 

 

 

 

連絡先電話番号 

 

 

 

 

 

連絡先 FAX 番号 

 

 

 

 

※ 氏名、住所及び電話番号については必ずご記入ください。 
 

「放 射性 廃 棄物 の処 理・ 処 分に 係る 施 策に 関す る 評価 」に つい て 、御 意見 を 御記 入く ださ い 。  

（頂いた御意見は、当日発表させていただくことがあります。※） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事前にお寄せいただいた御意見を会場で活用する際には、氏名等、個人が特定できる情報についての紹

介は行いません。 

別 紙 



別紙 

 

 

政策評価部会構成員（放射性廃棄物の処理・処分） 

 

○部会委員 

近藤  駿介 原子力委員長 （部会長） 

田中  俊一 原子力委員長代理 

松田美夜子 原子力委員 

広瀬  崇子 原子力委員 

伊藤  隆彦 原子力委員 

井川陽次郎 読売新聞東京本社 論説委員 

石榑 顕吉 （社）日本アイソトープ協会 常務理事 

岸野 順子 ㈱サンケイリビング新聞社 営業局マーケティング編集部部長 

古川 英子 消費科学連合会 企画委員 

山口 彰  大阪大学大学院工学研究科 教授 

山名 元  京都大学原子炉実験所 教授 

和気 洋子 慶應義塾大学商学部 教授 

 
 



 

〔参考１〕原子力委員会政策評価部会について 

 

２００５年１０月に、原子力政策に関する基本方針として決定された「原子力政策大綱」

では、「原子力委員会は、関係行政機関の原子力に関する施策の実施状況を適時適切に把握

し、関係行政機関の政策評価の結果とそれに対する国民意見も踏まえつつ、自ら定めた今後

１０年程度の期間を一つの目安とする原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性を

定期的に評価し、その結果を国民に説明していくこととする。」としています。 

これを踏まえて、原子力委員会は、政策評価部会を設置し、原子力政策を適切な政策分野

に区分して、それぞれの政策分野ごとに順次評価を行うこととし、これまで、「安全の確保」、

「平和利用の担保及び核不拡散体制の維持・強化」及び「原子力と国民・地域社会の共生」

に関する政策の妥当性の評価を行い、それぞれの結果を報告書に取りまとめました。 

２００８年１月からは、「放射性廃棄物の処理・処分」に関する政策評価を開始していま

す。この審議の経過及び予定は以下のとおりです。 

 

○第１回（２００８年１月１８日（金） １０：００～１２：００ 第２０回政策評価部会） 

  議題：放射性廃棄物の処理・処分に関する政策評価の今後の進め方 

関係行政機関等からのヒアリング 

－内閣府、経済産業省、文部科学省 

 

○第２回（２００８年２月１２日（火） １５：３０～１７：４５ 第２１回政策評価部会） 

  議題：諸外国の高レベル放射性廃棄物の処分の状況 

      関係機関からのヒアリング 

－原子力発電環境整備機構、電気事業者 

 

なお、政策評価部会は公開で開催しており、これまでの会合の資料や議事録は原子力委員

会ホームページ http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/seisaku/index.htm に公表されて

います。 



〔参考２〕 これまでの放射性廃棄物の処理・処分に関する関係機関の取組状況 

１．１ 安全で効果的な放射性廃棄物の処理・処分 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 研究開発機関等は、放射性廃棄物の効果的で効率的な処理・処分を行う技術の研究開発を先進的
に進めるべきである。 

② 発生者等の関係者には新知見や新技術を取り入れて、今後の社会における廃棄物の処理・処分の
範となる安全で効率的な処理・処分を行っていくことを期待する。 

③ 国は、引き続き適切な規制・誘導の措置を講じていくべきである。 

④ 発生者等の関係者が処分のための具体的な対応について検討中の放射性廃棄物の処理・処分につ
いては、情報公開と相互理解活動による国民及び地域の理解の下、具体的な実施計画を速やかに

立案、推進していくことが重要である。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況（個別項目と重複するものは、個別項目で記載） 

【電気事業者】 

①電気事業者は、旧ＪＮＣとともに地層処分対象の長半減期低発熱放射性廃棄物について地層処分の技術

的成立性、安全性の見通しを検討し、２０００年３月に処分概念検討書をまとめた。 

②電気事業者は、ＪＡＥＡとともに地層処分対象の長半減期低発熱放射性廃棄物に係る最新の研究開発成

果を反映し、高レベル放射性廃棄物との併置処分を検討し、２００５年９月に処分技術検討書をまとめた。 

③電気事業者は、廃棄物発生者として、研究開発機関、処分実施主体等と連携し、引き続き、廃棄物の安

全かつ合理的な処理等を目的とした研究開発を実施している。 

④電気事業者は、英国から返還される高レベルガラス固化体について、２００８年度から返還開始に向けて

英国と調整中である。 

⑤電気事業者は、仏国ＡＲＥＶＡ ＮＣから返還される低レベル放射性廃棄物について、２０１３年度からの返

還開始に向け仏国と調整中である。 

⑥電気事業者は、仏国から返還される低レベル放射性廃棄物及び六ヶ所再処理施設から発生するハル等

圧縮体を集中的に貯蔵するための低レベル放射性廃棄物管理施設の基本設計を実施している。 

⑦電気事業者は日本原燃と共同して余裕深度処分施設に係る本格調査結果及び規制制度の検討状況を

踏まえて、引き続き余裕深度処分施設の検討を実施している。 

 

２ 地層処分を行う放射性廃棄物 

２．１高レベル放射性廃棄物 

２．１．１ 全国の地域社会の様々なセクター、地域住民及び電力消費者の理解と協力を得るための取

組の強化 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 国、電力事業者及び NUMOは、地方公共団体をはじめとする全国地域社会の様々なセクター及び
地域住民はもとより、原子力発電の便益を受ける電力消費者の理解と協力を得るために、適切な

役割分担と相互連携の下、創意工夫を行いながら現在の取組を強化するべきである。 

② 国、電力事業者及び NUMOは、理解と協力を得るための活動の評価を踏まえて新たな取組を検討
するなど、それぞれの責務を十分果たしていくことが重要である。 

 

（１－１）原子力政策大綱を補足する原子力委員会決定及び見解 

①関係者は、処分の安全性や処分施設の立地が国民全体にもたらす利益にかんがみ衡平を確保する措置

に関する考え方及び建設地選定過程とそれに参加する地域の一層の発展のための支援の在り方につ

いて説明努力を工夫し、強化することが重要である。 

②国、NUMO及び電気事業者等は、基礎自治体や当該基礎自治体の位置する県等の広域自治体との間
で処分施設建設地選定過程についての相互理解を深め、関心を持つ人々が処分の安全性、公益性及び



処分施設の立地が地域にもたらす影響等の利害得失に関して学習できる環境の整備に協力を求めて

いくことも重要である。 
③施設を受け入れる自治体の発展のための原資は、国民を代表する国と事業者が負担するべきである。 
④国、NUMO及びＪＡＥＡは、地層処分方式の安全性に関して国民が学習できる機会を充実するべき
である。 
⑤国及び自治体は、基礎自治体の生活や産業を支える住民等の積極的な参画による勉強会活動が自治体

境界を越えて面的に展開されるための環境を整備するべきである。 
⑥NUMO及び電気事業者は、信頼される情報提供を幅広く行うなど、住民組織との連携により相互理
解活動を効果的に推進していくべきである。 
⑦経済産業省、NUMO及び電気事業者は、処分施設を立地した地域の発展に国民が関心を有しており、
関係者がその取組にパートナーとして参加していく意図を有していることを明らかにしていくこと

を検討するべきである。 
⑧国は、NUMOに対して適切な指導・監督を行うべきである。 
 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【経済産業省（資源エネルギー庁）】 

①広報活動としてシンポジウムの開催、広報番組の放映し、地層処分模型展示車を全国各地で展示。また、

理解促進活動として、都道府県庁への訪問・説明、都道府県庁職員を対象とした施設見学会の開催をお

こなった。また、地域支援措置として文献調査段階の交付金の拡充、地域振興や産業振興の支援等に資

する補助金や都道府県向けの交付金の支援措置を整備した。 

②新たな取組として、最終処分事業に関する理解促進活動の強化、実体験を通じた効果的な理解促進を

図るための設備や手法の整備のための予算計上、国際的連携を推進している。 

【NUMO】 

①応募獲得に向けた取組として、広聴・広報活動、関心を有する地域での積極的・能動的な理解活動、理

解活動強化のための体制整備など様々な活動を実施。また、広報活動として、テレビＣＭの放映、新聞・

雑誌広告の掲載、フォーラム・座談会の開催している。 

②これまでの活動の評価を踏まえ、理解促進活動に向けた取組として、以下の取組を実施している。 

a) 草の根的な活動として、市民活動を実施している諸団体及びそのネットワークと連携した理解促進活動、

ワークショップ、諸団体への講師派遣、地方紙と連携した座談会、ミニフォーラムを開催している。 

b) 媒体を活用した事業内容の訴求として、海外の現状や安全の仕組みなど具体的な内容、情報の受け

手を意識した媒体、訴求内容を充実している。 

ｃ） マスメディアへの的確かつ積極的な情報提供として、中央の記者クラブとの意見交換、地方紙の論説

等との座談会を実施している。 

ｄ） 地域広報の効果的な実施に向けた対応として、分かりやすい広報ツール、ホームページ上での基礎

的な地質情報の提供を実施している。 

ｅ） 国、電気事業者との相互連携強化。電気事業者との連携では日本科学未来館「地下展」で地層処分

事業を紹介し、電力会社ＰＲ施設の展示の充実に向けて検討。国との連携では国主催の説明会に実施

主体として参加している。 

【電気事業者】 

①電気事業者は、地層処分に対する理解活動の取組を強化するため、以下の取組を実施している。 

a) NUMOの活動を支援するため、電気事業連合会内に「地層処分推進本部」を設置した。 

b) 新聞、ラジオなど核種メディアを活用した広報活動を実施している。 

c) 電力会社の PR施設の展示の充実に向けて検討している。 

 

２．１．２ 高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研究開発の着実な実施 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 



① NUMOには、高レベル放射性廃棄物の最終処分の安全な実施、経済性及び効率性の向上等を目的
とする技術開発を計画的に実施していくことを期待する。 

② 日本原子力研究開発機構を中心とした研究開発機関は、深地層の研究施設等を活用して、深地層
の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化等に向けた基盤的な研究開発、

安全規制のための研究開発を引き続き着実に進めるべきである。 

 

（１－１）原子力政策大綱を補足する原子力委員会決定及び見解 

①研究開発機関は、発生電力量当たりの所要処分規模を小さくできる方法の研究開発等を、国際共同研

究の可能性も追求しつつ着実に進めていくことを期待する。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【NUMO】 

①NUMO は、処分事業の安全な実施や経済性及び効率性の向上等を目的とする技術開発の計画的な実

施をするため、以下を実施している。 

a) 文献調査支援ツールの整備として、原環機構地理情報システム、文献調査システム・フロー、地質環

境データ管理システムを整備した。 

ｂ） 地下施設施工技術として、実際に処分事業で必要となる可能性のある低アルカリ性セメントについて

も長期を見据えて検討を行った。また、RC 構造体・施工技術を検証している。 

ｃ） 技術開発成果の公表として、報告会開催、技術報告書の作成・公表、学会等での発表を行っている。 

【ＪＡＥＡ】 

①ＪＡＥＡが行った高レベル放射性廃棄物の研究開発の実績は以下のとおりである。 

a) 処分事業と安全規制を支える知識基盤の整備として、地層処分研究開発、深地層の科学研究を実施

している。 

b) 深地層の研究施設計画（瑞浪、幌延）における地上からの調査研究段階の成果取りまとめについて報

告書を作成し、報告会を実施している。 

c) 処分事業や安全規制に必要なデータベースとして、安全評価に必要なデータベースを公開している。 

 

２．１．３ 総合的、計画的かつ効率的な研究開発のための連携・協力 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 国及び研究開発機関等は、全体を俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に研究開発を進められるよ
う連携・協力するべきである。 

② 研究開発機関等は研究開発成果、最新の知識基盤を有効に活用し、国及び NUMOが行う住民の理
解と認識を得るための活動にも協力していくことが重要である。 

③ 国は、研究開発の進捗を踏まえて、安全規制に係る制度等を整備する必要がある。 
 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【内閣府】 

①原子力安全委員会は特定放射性廃棄物処分安全調査会において 

a) 安全規制の許認可のあり方として、将来の最新の知見等による処分施設の変更等を想定した許認可

申請等の検討することが重要 

b) 最新の知見を反映させるため、安全規制において最新の知見を反映させる制度のあり方について、広

く総合的に検討することを提言 

c) 原子力安全委員会は最終処分に関する基本方針や最終処分計画等の策定・改定、候補地の選定等

に際し、必要な関与を果たしていく 

という内容の「特定放射性廃棄物処分に係る安全規制の許認可手続と原子力委員会等の関与のあり方につ

いて（中間報告）」をとりまとめ、原子力安全委員会でこれを了承した。 



②原子力安全委員会は特定放射性廃棄物安全調査会において、高レベル放射性廃棄物の処分に係る安

全規制の基本的考え方についての見直し及び、精密調査地区選定段階に考慮すべき環境用件の策定

に向けた調査・審議を検討する。 

③原子力安全委員会特定放射性廃棄物処分安全調査会では、引き続き、高レベル放射性廃棄物の処分

に係る安全規制の基本的考え方についての見直し及び精密調査地区選定段階に考慮すべき環境用件

の策定に向けた調査・審議を継続する。 

【経済産業省（資源エネルギー庁）】 

①地層処分を行う放射性廃棄物の処分に関する研究開発全体の効果的かつ効率的な推進を図ることを目

的に「地層処分基盤研究開発調整会議」を設置し、全体マップを作成し、計画書を策定した。 

【経済産業省（原子力安全・保安院）】 

①原子炉等規制法を改正し、高レベル放射性廃棄物等の最終処分を「第一種廃棄物埋設」として、当該事

業に係る安全規制を導入した。また同法施行令では、廃棄物埋設の事業区分に係る基準等について規

定した。 

②第一種廃棄物埋設の事業に係る省令を定めるにあたりさらに検討が必要な技術的事項について検討を

実施した。 

③地層処分の事業許可申請に対して、国が安全審査する際に必要な安全評価手法及びデータベースを整

備するため、以下の安全研究所実施している。 

a)地下水による放射性廃棄物の移行を解析するための評価手法の開発及び実測データによる検証 

b)地質環境の長期的な変遷を評価する地質情報データの取得及び地質環境モデルの構築作業 

ｃ）確率論に基づいた安全評価手法 

【ＪＡＥＡ】 

①基盤研究開発の体制を強化するため、地層処分基盤研究開発調整会議に参加している。 

②成果の普及と国民の理解増進活動として、研究施設の公開、セミナー等の開催、ホームページでの研究

成果の公表、研究開発に関する報告会、意見交換会等を実施している。 

 

２．２ 長半減期低熱発熱放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物 

２．２．１ 長半減期低熱放射性廃棄物と高レベル放射性廃棄物の併置処分の検討 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 国は、事業者による地層処分が想定されるＴＲＵ廃棄物と高レベル放射性廃棄物を併置処分する
場合の相互影響等の評価結果を踏まえ、その妥当性を検討し、その判断を踏まえて、実施主体の

あり方や国の関与のあり方等も含めてその実施に必要な措置について検討を行うべきである。 

 

（１－１）原子力政策大綱を補足する原子力委員会決定及び見解 

①所管行政庁は、処分事業の実施主体のあり方及びそれに対する国の関与のあり方等の検討が進められ

るべきである。 

②原子力委員会及び原子力安全・保安院は、地層処分等に関する安全規制基準の策定が着実に進められ

ることを期待する。 

③国及び事業者は、具体的な技術基盤整備に向けた技術開発及び技術的知見の蓄積を継続するべきであ

る。 

④国及び事業者は、処分場の立地に向けて相互理解活動を継続的に行っていくことを期待する。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【経済産業省（資源エネルギー庁）】 

①原子力立国計画において、 

a)TRU 廃棄物の地層処分についても、高レベル放射性廃棄物の最終処分法と同様の制度が行われるこ

とが適切。 



b)関係者の理解を前提に併置処分を視野に入れた施策を進めることが重要であるため、高レベル廃棄物

の処分実施主体がＴＲＵ廃棄物の処分実施主体となりうる制度とすることが合理的。ただし、併置処分

は処分実施主体が選択可能な事業オプションとして位置づけるべき。 

とした。 

②放射性廃棄物小委員会での検討をふまえ、最終処分の対象にＴＲＵ廃棄物及び代替取得により返還され

る高レベル放射性廃棄物を追加、ＴＲＵ廃棄物の処分費用に充てる拠出金の拠出義務を、新たに再処理

施設等設置者に義務づけるため、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部改正を行った。 

③改正最終処分法の施行に向けて、以下の取組を実施している。 

a) 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」改正に伴う関係省令等の整備 

b) 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」（ＴＲＵ廃棄物に関する規定、国民全般への理解

増進活動の内容、電源三法交付金に基づく地域支援措置等について明記） 

c) 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」（ＴＲＵ廃棄物の発生量、最終処分のスケジュール等

を改正） 

d) ＴＲＵ廃棄物の最終処分費用、拠出金単価の算定 

 

２．２．２ 仏国提案の新固化方式による廃棄体及び英国提案の廃棄体の交換に関する検討 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 国は、事業者の検討結果を受け、仏国提案の新固化方式による廃棄体の処理処分に関する技術的
妥当性や、英国提案の廃棄体を交換する指標の妥当性等を評価し、これらの提案が受け入れられ

る場合には、そのための制度面の検討等を速やかに行うべきである。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【経済産業省（資源エネルギー庁）】 

①原子力立国計画において、英国提案により返還される高レベル放射性廃棄物や仏国から返還されるＴＲ

Ｕ廃棄物についても最終処分法の対象となるよう措置すべきとした。 

②放射性廃棄物小委員会での検討をふまえ、最終処分の対象にＴＲＵ廃棄物及び代替取得により返還され

る高レベル放射性廃棄物を追加、ＴＲＵ廃棄物の処分費用に充てる拠出金の拠出義務を、新たに再処理

施設等設置者に義務づけるため、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部を改正した。 

【経済産業省（原子力安全・保安院）】 

①返還低レベル廃棄物に係る技術ワーキングにおいて、海外再処理に伴う返還低レベル放射性廃棄物（Ｃ

ＳＤ－Ｃ）の安全性について検討を行うとともに、必要な安全規制として「核燃料物質等の工場又は事業所

の外における廃棄に関する規則」の輸入廃棄物の基準の改正の要否及び廃棄物に係る電気事業者の品

質保証について検討を行った。また、返還低レベル廃棄物に係る技術ワーキンググループにおいて作成

している「返還低レベル放射性廃棄物（ＣＳＤ－Ｃ）の安全性に係る検討報告書（案）」については、廃棄物

安全小委員会で審議を行い了承された後に意見募集を実施した。 

 

３ 管理処分を行う放射性廃棄物 

３．１ 余裕深度処分事業に向けた制度整備の検討 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 余裕深度処分方式については事業者が調査・試験を実施しているので、その結果を踏まえて、事
業の実施に向けて速やかに安全規制を含めた制度の整備を検討するべきである。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【内閣府】 

①原子力安全委員会放射性廃棄物・廃止措置専門部会は、原子炉施設以外の施設から発生する放射性

廃棄物の処分や、余裕深度処分の安全審査を可能とするため、「放射性廃棄物埋設施設の安全審査の



基本的考え方」に係る検討に着手。今後、検討すべき課題を抽出・整理した上で、改定する。 

【経済産業省（原子力安全・保安院）】 

①原子力安全・保安院の総合エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会では、国際的

な安全基準等との整合性や諸外国の安全規制も参考にし、かつ原子力安全委員会の検討同行等も踏ま

え、余裕深度処分に係る安全規制制度を検討した。 

②原子力安全・保安院の総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物小委員会は「低レベル

放射性廃棄物の余裕深度処分に係る安全規制について（中間報告）」で、余裕深度処分の安全規制に係

る検討結果を踏まえ、浅地中処分の安全規制への反映について必要な検討を進めることが重要とされ、

浅地中処分に係る技術基準等の検討を開始した。 

 

３．２ 研究所等廃棄物、ＴＲＵ廃棄物及びウラン廃棄物の処分の実施に向けた取組 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 研究所等廃棄物、ＴＲＵ廃棄物及びウラン廃棄物については、順次、安全規制の考え方等の検討
が行われているので、関係者は安全規制制度の準備状況を踏まえつつ、処分の実施に向けて取り

組むべきである。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【内閣府】 

①原子力安全委員会放射性廃棄物・廃止措置専門部会は 

a) 材料等の放射化に起因する核種及び使用済燃料、照射済燃料に起因する核種を含む放射性廃棄物

のうち放射性濃度の低いものは浅地中処分の安全確保及び安全規制の基本的考え方ができる。 

b) ウラン、プルトニウム等の核燃料物質を含む廃棄物についても、放射能濃度が低く、被ばく管理を必要

としない線量以下であれば、浅地中処分を行うことができる。 

という内容の「研究所から発生する放射性固体廃棄物の浅地中処分の安全規制に関する基本的考え方」に

ついてとりまとめ、原子力安全委員会に報告し、原子力安全委員会はこれを了承した。 

【文部科学省】 

①文部科学省 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 原子力分野の研究開発に関する委員会で

は、「ＲＩ・研究所等の廃棄物（浅地中処分相当）処分の実現に向けた取組」についてとりまとめ、事業の実

施体制、処分費用の確保方策、国民の理解促進及び立地地域との共生方策について検討している。 

②原子力機構を処分実施主体にするため原子力研究開発機構法の一部を改正する。 

③原子力機構の処分費用を確保するため積立金の制度を策定する。 

 

３．３ 放射性廃棄物の性状に応じた一元的な処理・処分のためのさらなる対応策の検討 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 放射性廃棄物の処理・処分は、発生者や発生源によらず放射性廃棄物の性状に応じて一元的にな
されることが効率的かつ効果的である場合が少なくないことから、国はこれが可能となるように

諸制度を運用すべきであり、必要に応じて、このためのさらなる対応策を検討すべきである。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【内閣府】 

①原子力安全委員会放射性廃棄物・廃止措置専門部会は、原子炉廃棄物及び核燃料サイクル施設から発

生する放射性廃棄物を対象に、トレンチ処分、ピット処分及び余裕深度処分に関する放射能濃度上限値

について取りまとめた「低レベル放射性固体廃棄物の埋設処分に係る放射能濃度上限値について」を原

子力安全委員会に報告し、原子力安全委員会はこれを了承した。 

②原子力安全委員会放射性廃棄物・廃止措置専門部会は 

a) 放射性廃棄物処分の安全評価において想定するシナリオを、基本シナリオ、変動シナリオ、人為・稀頻



度事象シナリオの３区分に分類し、それぞれの安全評価を行い、対応する区分の線量めやす値との比

較を行うことが妥当と考えられる。 

b) 判断に用いる線量めやす値は、区分ごとにＩＣＲＰの勧告等を参考に設定することが適切である。線量

の基準を規制の具体的ルールとして定めるに当たっては、新知見を考慮して行うことが適切である。 

という内容の「低レベル放射性廃棄物埋設に関する安全規制の基本的考え方（中間報告）」をとりまとめ、原

子力安全委員会に報告し、原子力安全委員会はこれを了承した。 

【関係者】 

①ＪＡＥＡは、低レベル放射性廃棄物の処理・処分への取組として 

a) 低レベル放射性廃棄物のうち、研究用原子炉、核燃料使用施設、RI 使用施設等の廃棄物を埋設処分

する計画。処分方法はトレンチ処分、ビット処分（総費用は約２０００億円） 

b) 処理等として、放射能測定評価技術、廃棄体化処理技術、除染技術、廃棄物管理技術等の技術開発

を実施。 

c) 処分として、廃棄物の物理・化学的特性の評価、核種移行への影響因子等に関する研究開発を実施。 

 

４ 原子力施設の廃止措置等 

４．１ 地域社会の理解と協力を得た原子力施設の廃止措置の実施 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 原子力施設の廃止措置は、安全確保を大前提に、その設置者の責任において、改正された原子炉
等規制法に基づいて、国の安全規制の下で、地域社会の理解と協力を得つつ進めることが重要で

ある。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【事業者】 

①廃止措置に対する取組として、商業炉（原電・東海発電所）の廃止措置に着手し、廃止措置計画及び保

安規定を申請し許可を取得。現在廃止措置工事は、安全着実に実施している。 

【ＪＡＥＡ】 

①原子力施設廃止措置に対する取組として、東海研究開発センター、大洗、人形峠環境技術センター、ふ

げん発電所、むつ事業所などにおいて、廃止措置に関する取組を実施している。 

 

４．２ クリアランスレベル以下の放射性廃棄物に対する適切な対応 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 国、事業者等は、放射能濃度がクリアランスレベル以下のもの（放射性物質として扱う必要のな
いもの）の処理・処分又は再利用に当たっては、改正された原子炉等規制法に基づいて、各々が

適切に対応することが重要である。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【経済産業省（原子力安全・保安院）】 

①原子力発電所等からの放射性廃棄物の処分について、放射能濃度が放射線障害防止上の措置を必要

としないレベル以下であることを確認した以降は家訓江両物質によって汚染されたものとして取り扱わない

とするクリアランス制度を導入するため、炉規法及び政省令を改正した。 

②廃棄物安全小委員会において、原子力施設の運転等に伴い発生する汚染のない廃棄物の取り扱いにつ

いて検討がなされ、「原子力施設における「放射性廃棄物でない廃棄物」の取り扱いに関する報告書」がと

りまとめられ、原子力安全・保安院では運用に向けた作業を実施している。 

【事業者】 

①クリアランスに対する取組として、原電・東海発電所廃止措置において適用。クリアランス金属を原料に用

いた鋳造品（ベンチ、応接テーブル、ブロックなど）を製造。制度の社会への定着に向けた取組を実施し



ている。 

 

４．３ 試験研究炉の使用済燃料の合理的な取扱いの検討 

（１） 原子力政策大綱に示している取組の基本的考え方 

① 試験研究炉の使用済燃料の取り扱いについては、個別の状況を踏まえつつ、その取り扱いを、合
理性を考慮しつつ検討すべきである。 

 

（２） 関係行政機関等の主な取組状況 

【ＪＡＥＡ】 

①廃止措置技術の開発について、汎用技術として、クリアランスレベル検認評価システム、廃止措置エンジ

ニアリングシステムの技術開発を実施し、個別技術として、原子炉解体技術（切断方法）、重水トリチウム除

去技術、IF7 による系統除染技術、希硫酸による解体後除染技術を開発している。 

 


